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午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部

１．地域経済循環について

○協議事項

１．県内調査について

２．県外調査について

３．次回委員会について

４．その他

出席委員（11人）

委 員 長 満 行 潤 一

副 委 員 長 佐 藤 雅 洋

委 員 井 本 英 雄

委 員 中 野 一 則

委 員 濵 砂 守

委 員 山 下 博 三

委 員 二 見 康 之

委 員 武 田 浩 一

委 員 田 口 雄 二

委 員 重 松 幸次郎

委 員 有 岡 浩 一

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 渡 邊 浩 司

総合政策部次長
重黒木 清

（政策推進担当）

総合政策部次長
酒 匂 重 久

（ 県 民 生 活 ・ 文 化 祭 担 当 ）

総 合 政 策 課 長 渡久山 武 志

産 業 政 策 課 長 甲 斐 慎一郎

環境森林部

山村・木材振興課長 有 山 隆 史

み や ざ き ス ギ
福 田 芳 光

活 用 推 進 室 長

商工観光労働部

企 業 振 興 課 長 串 間 俊 也

オールみやざき営業課長 平 山 文 春

農政水産部

農業連携推進課長 愛 甲 一 郎

みやざきブランド
松 田 義 信

推 進 室 長

水 産 政 策 課 長 福 井 真 吾

畜 産 振 興 課 長 河 野 明 彦

事務局職員出席者

政策調査課主任主事 内 田 祥 太

政策調査課主査 菊 池 潤 一

○満行委員長 ただいまから、持続可能な地域

づくり対策特別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案を御覧ください。

本日は、総合政策部、環境森林部、商工観光

労働部及び農政水産部から、地域経済循環の取

組について説明いただきます。その後、委員会

の県内調査等について御協議いただきたいと思

いますが、このように取り進めてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○満行委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

本日は、総合政策部、環境森林部、商工観光

労働部及び農政水産部においでいただきました。

なお、執行部の皆さんの紹介につきましては、

お手元に配付の出席者配席表に代えさせていた

だきます。

それでは、執行部から御説明をお願いいたし

ます。

○渡邊総合政策部長 おはようございます。総

合政策部でございます。よろしくお願いいたし

ます。

委員の皆様方におかれましては、本県の課題

であります持続可能な地域づくりに日頃から御

尽力、御助言賜りまして、心よりお礼を申し上

げたいと存じます。

本日は、お手元の資料の下のほうにございま

す目次のとおり、「地域経済循環について」をは

じめ３件につきまして御説明をさせていただき

たいと思います。

詳細につきましては、担当課長が御説明をさ

せていただきます。

私からは以上でございます。

○渡久山総合政策課長 それでは、地域経済循

環の取組などについて御説明を申し上げます。

この持続可能な地域づくり対策特別委員会に

おかれましては、７月の委員会で宮崎産業経営

大学の客員教授、緒方様から説明を受けて、そ

の中で、本県が稼ぐ力をつけるには、他県から

移輸入している物やサービスを県内で生み出す

物に置き換える「地産地消」の取組や、他県に

本県の物やサービスを売り込む「外貨獲得」の

取組が重要であるとの御指摘があったとお伺い

しております。

本日は、その「地産地消」と「外貨獲得」に

焦点を当てまして、本県の取り組んでおります

施策や事例について御紹介を申し上げます。事

業等の担当部局は環境森林部、商工観光労働部、

農政水産部にもまたがっておりますが、資料の

説明は私のほうで一括して行わせていただきま

す。

では、１ページをお開きください。

まず、１番の「地域経済循環について」の項

目でございます。

これは、緒方様のお話にもございました「地

産地消」とそれから「外貨獲得」の重要性につ

いて、整理をさせていただいております。

本県の産業が持続的に発展していくためには、

県外からの需要を取り込み外貨を獲得する一方

で、地産地消による取組を推進することにより

まして、県内企業相互の連携強化や取引拡大な

どにより、自主性、自立性の高い産業構造の構

築を目指していくことが重要でございます。特

に、後半３行の段落に記しましたように、新型

コロナウイルス感染症の影響等により、現在は

地産地消の取組への関心が高まっているところ

でございます。

次に、地産地消の取組事例について御紹介を

申し上げます。

２の（１）キャッチフレーズにつきましては、

昨年424件の御応募をいただいた中から、地元の

宮崎を愛するという趣旨の言葉から２文字ずつ

を取りました「ジモ・ミヤ・ラブ」に決定いた

しまして、広報に幅広く活用させていただいて

おります。アイデアをいただいた方は10歳の小

令和２年９月23日（水曜日）
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学生でありました。素直で分かりやすい表現と、

元気でリズミカルな言葉の響きによりまして、

県民の間に広く定着していってくれることを

願っております。

次に（２）企画展については、県民に地産地

消の意義や取組を知っていただくための企画展

を県内各地で実施しております。昨年度は、県

有施設や商業施設など県内８か所で、展示とノ

ベルティーグッズ─これはクリアファイルな

どの記念品のことでございます─の配布を行

わせていただきました。

２ページにお移りください。

（３）ホームページでの情報発信についてで

あります。県では、ディスカバー宮崎のホーム

ページを運営しておりまして、県内観光関係情

報やイベント情報、応援消費情報を集約し発信

いたしております。エリアごと、ジャンルごと

に検索ができるように、分かりやすい構成とな

るよう努めているところです。

また、地産地消は県民の一人一人が普段の生

活の中でも実行していただくことが大切でござ

います。このため、県では（４）にありますよ

うに「知ろう」「使おう」「広げよう」の３項目

に分けて県民の行動例を示し、幅広い参加を呼

びかけております。

「知ろう」といたしましては、県内に様々な

物やサービスがあることを知っていただくこと

などを、「使おう」では、県産品や地元の製品を

進んで購入することや、地元商店や商店街を利

用することなどを、「広げよう」では、地元を離

れている親族や友人に地元の産品を贈って笑顔

を広げることなどを呼びかけております。

こうした地産地消の取組は、徐々に県民の間

に浸透いたしておりまして、毎年２月に実施し

ております県民意識調査にもそのことが現れて

おります。県民意識調査の表を御覧ください。

県内で生み出された商品やサービスを意識して

利用していると回答した県民の方の割合が、こ

の５年間で15ポイント近く上昇をいたしており

ます。

資料２ページの下のほう、（５）でございます

が、地産地消活動の代表的なものの１つとして、

「みやざきの食と農を考える県民会議」の取組

がございます。この県民会議では、自然の恵み

や生産者への感謝の心を育む食育と、本県の豊

かな食材を通じた地産地消の取組を一体的に推

進しているところであります。

具体的には、農水産物直売所へのアドバイザ

ー派遣による魅力ある店舗づくりや、本県食材

を活用した加工品やメニューの開発などを行っ

ており、直売所の動向につきましては、店舗数

はやや減少傾向にありますが、全体の約４分の

１を占める年間販売額１億円以上の大型店舗数

は維持されております。資料の３ページにその

直売所の数値について、５年間の推移を掲載い

たしております。

次に、資料３ページ、県外からの外貨獲得の

取組事例について、ここから６つ紹介を申し上

げます。

まずは（１）、効率的で高品質な冷凍ホウレン

ソウ販売を行う株式会社ジェイエイフーズみや

ざきの事例です。

この企業は、独自の生産管理システムの活用

や、生産・加工・販売まで一体となった工程管

理である耕種版インテグレーションモデルを構

築し、平成23年の工場稼働以来、契約農家戸数

も年々増加いたしております。平成30年には、

グローバルＧＡＰの取得や、冷凍野菜では初め

てとなる機能性表示食品の商品化により、付加

価値の向上に努めております。



- 4 -

令和２年９月23日（水曜日）

県ではこれまで、耕種版インテグレーション

モデルの構築に当たりまして、加工用ホウレン

ソウの栽培技術の確立や収穫機等の導入の支援、

機能性表示食品の商品化に向けた成分分析や表

示・販売等についての指導・助言を行ってきて

おります。

４ページにお移りください。

（２）、３者分業体制の構築でキャビアの安定

的な生産・輸出を進めます、キャビア産業の持

続的な成長産業化の取組です。

県内で唯一の本格熟成キャビアであります「宮

崎キャビア1983」については、県水産試験場内

水面支場で稚魚を生産し、県内養殖業者が成魚

までに養殖する、日本一のチョウザメ産地を確

立し、ジャパンキャビア株式会社がキャビアを

一元的に製造・販売することで、付加価値の高

い本県の新しい特産品として県外、海外にお届

けしております。

平成29年からの海外輸出は、国内初となる快

挙でありまして、平成31年４月にはジャパンキャ

ビア株式会社の加工場が対米ＨＡＣＣＰの認定

を受けております。

また、県外有名店と共同で「熟成うま味キャ

ビア」などの新しい商品を開発しています。

下の表にありますように、昨年度まで、キャ

ビアの販売は順調に拡大してきております。

次に（３）、付加価値の高い食肉加工・販売を

行う株式会社ミヤチクの取組です。

この企業は、県内に２か所の食肉処理工場を

有し、県外の８か所を含む11の営業所で販売を

行っております。また、県内外６か所でレスト

ラン事業を展開しておられます。

特に、平成31年３月には、県内最新鋭の食肉

処理工場を都農町に整備いたしました。それま

では、ＥＵ圏域に輸出を行うためには県外の食

肉処理場で加工してもらわなくてはならなかっ

たのですが、令和元年８月にＥＵ輸出の認定を

受けまして、宮崎で加工された宮崎牛を、ＥＵ

に初めて輸出することができました。

海外での県・経済連と三位一体となった商談

会への参加や現地プロモーションを進めてきた

結果、牛肉の輸出は順調に伸びております。牛

肉の輸出の模様につきましては、５ページに表

を掲載いたしております。

また、加工については、インターネット販売

等が増加傾向にあり、宮崎市佐土原町にある宮

崎加工センターの増強工事に取り組んでおりま

す。５ページに、県全体の牛肉と農畜水産物の

輸出実績の表を載せております。

次に、５ページ中ほど、（４）県内中小蔵元に

よる県産本格焼酎の米国輸出の取組であります。

県では、昨年６月に策定した「みやざきグロ

ーバルプラン」において、焼酎を重要な輸出品

目として位置づけ、国、ジェトロ、九州各県な

どと連携して、海外での認知度向上を図りなが

ら、県内蔵元の販路開拓・拡大を支援いたして

おります。

こうした動きの中で、海外展開に積極的な７

つの蔵元が、平成28年頃からバイヤー招聘事業

への参加やアメリカでのプロモーションなどに

取り組んで輸出を拡大させておりまして、表に

ありますとおり、県産焼酎全体の輸出額も平成28

年から拡大傾向でございます。

６ページへお移りください。

次に（５）、産学金労官が連携した外貨獲得の

取組として、成長期待企業への支援について御

紹介いたします。

県では、地域経済を牽引する中核企業の育成

を図るために、高い技術力と競争力を持ち大き

な成長が見込まれる企業を「成長期待企業」と
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して、これまでに22社認定いたしております。

これらの企業に対しては、販路開拓や設備投資

に係る補助や専門家の派遣など、産学金労官が

連携した支援を実施しています。

成長期待企業は、国内外に販路を拡大するこ

とによって外貨を獲得しているところでありま

すが、資料では２社の取組を紹介いたします。

１の株式会社一平ホールディングスは、本県

産の発芽玄米をはじめとした九州産の原材料に

こだわって開発いたしましたパンケーキ粉を

使って多彩なメニューを提供する飲食店であり

ます「九州パンケーキカフェ」を、台湾やシン

ガポールといった海外にまで展開させる事業に

育てております。県においては、商品開発や海

外での知的財産保護などについて支援を行いま

した。

また、２の不動産クラウドサービスで全国トッ

プシェアを誇ります日本情報クリエイト株式会

社は、東証マザーズに上場するまでに事業を拡

大させ、株式公開による資金調達という形で外

貨を獲得し、また、その資金を活用して人材確

保や商品開発など、新たな成長に向けた投資を

行うことにより、さらなる販路拡大を進めるこ

ととしております。県においては、株式公開に

向けた専門家派遣などの支援を行ったところで

あります。

なお、県内企業の上場は４年ぶり、現在６社

となっております。

この２社以外の成長期待企業も様々な事業を

展開しているところでありますので、引き続き、

企業の支援ニーズに沿った支援を行ってまいり

たいと考えております。

最後に（６）、森林組合による原木輸出の取組

であります。

木材輸出戦略協議会は、平成23年に発足し、

本県の南那珂森林組合や都城森林組合など、宮

崎と鹿児島の４つの森林組合が杉などの原木輸

出に取り組んでおります。

建築用としての利用が主流の日本では利用価

値が限られております大径材や低質材も、中国

や韓国では型枠などの土木資材や梱包材として

旺盛な需要がありますことから、輸出実績は下

の表のとおり約６万立方メートルまで増加し、

木材価格の下支えや森林所有者の所得向上につ

ながる取組となっております。

県におきましては、協議会に参加する県内の

森林組合が行う輸出相手国の市場調査等の活動

を支援しているところであります。

説明は以上でございます。

○満行委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら御発言をお願

いいたします。

○山下委員 ５ページの海外輸出を戦略的に

やっておられる取組状況ですが、これは１次産

業の人たちが長年の努力でここまで産品を作っ

てきたブランド力ですよね、それがあって初め

て海外にも出せるわけですから。だから、農政

を中心に第１次産業の様々な生産基盤の確立を

力強く進めてきて、いいものが出来上がった。

そして、様々な設備投資をやりながらここまで

来ることができて、令和元年度の実績まではか

なりの伸びが示してありますが、コロナの影響

をもろに受けるのもこの分野なんですよね。

今年度、各方面がどんな状況なのか認識され

ていたらお話ししていただくとありがたいと思

うんですが。

○愛甲農業連携推進課長 委員がおっしゃるよ

うに、海外の現状が今後の本県の輸出に大きく

影響してくるだろうと私どもも認識していると

ころでございます。
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そのため、補正事業でお願いをしたところな

んですけれども、このコロナ禍において、日本

でもいろいろと需要が変わってきており、この

動きというのは、海外においても同じような変

化が見られているというような情報は得ており

ますので、主要な輸出国にその調査をしていた

だくようなコーディネーターを設置しまして、

その情報を今から収集しようとしているところ

でございます。その情報を基に、今後は、新た

な輸出の取組を検討してまいりたいというふう

には思っているところでございます。

○福田みやざきスギ活用推進室長 みやざきス

ギ活用推進室でございます。

木材の輸出についてでございますが、６ペー

ジの表で見ていただきますと、平成30年度に比

べて令和元年度は若干落ち込んでおりますが、

これは、まず米中の貿易摩擦によって中国国内

におけるアメリカ向けの材が滞ったということ

で、梱包材とかパレット材の不振により杉の需

要が減少して、さらに今回のコロナ禍の影響が

拍車をかけまして、中国の港においても人員な

どが制限され港の受入れができなかったと。一

応、聞き取りによりますと、令和元年４月から11

月までは順調にいっていたんですけれども、そ

の後12月から今年の５月までがそういった影響

を受けたということであります。６月以降はそ

ういったことも解消されて順調に─金額につ

いては若干戻りがまだないんですけれども、今

のところ順調に再開したというふうに聞いてお

ります。

○福井水産政策課長 水産物の輸出の状況でご

ざいます。水産物についてはかなりの部分を養

殖のブリが占めておりますが、養殖のブリにつ

きましては、コロナの当初、輸出がかなり停滞

し滞留している状況だったんですけれども、ア

ジア方面につきましては徐々に再開して平常に

戻りつつあるように聞いております。

一方で、資料にもありますキャビアにつきま

しては、３月以降、非常に売上げが落ち込みま

して、３月から５月までは昨年同月比で見ます

と４割から５割程度の売上げだったんですけれ

ども、６月以降では、ジャパンキャビアさんが

自社のＥＣサイトで小売のほうに非常に力を入

れられまして、輸出、それから国内のホテル等

の需要が落ち込んでいる一方でＥＣサイトの売

上げが非常に伸びてきておりまして、６月以降

につきましては前年同月比100％以上の売上実績

になってきていると聞いております。

しかし、３月から５月までの落ち込みが完全

に回復できているというところまでは行ってお

らず、３月以降で見ますと、昨年同期間比で67

％程度の売上げだと聞いているところです。な

お、ＥＣサイトの小売が非常に好調で、そちら

をさらに伸ばしていきたいというふうに聞いて

おります。

○山下委員 分かりました。

この特別委員会は、持続可能な地域づくりと

いう委員会ですよね。なぜ、こういうテーマで

皆さん方がおいでになっているかというと、今、

総合政策課長が全体的な話をしてくれましたが、

全ての産業で、今年度コロナ禍において負債を

抱えて事業継続が難しくなってくる企業が出て

きたりと、そういったことを考えていくと、決

してそんなに甘い話じゃないと思うんです。

この資料に出ているのはミヤチクとか、とて

つもない大きな組織体が中心ですが、例えば地

頭鶏だとかこのキャビアだって、皆さん方が、

第１次産業の人たちが長年の苦労の中でここま

で生産体制をつくってきたわけですよね。私は

このコロナ禍で今年度出た影響等について、経



- 7 -

令和２年９月23日（水曜日）

営の戦略だとか生産体制がマイナスにならない

ようなしっかりとしたサポートをしていかない

といけないと思います。

令和元年度のことを中心に皆さん方は話しを

していますが、ここに書いてあるようないい話

だけじゃないと思うんです。そうではなくて、

２年後、３年後、５年後、10年後に持続可能な

地域というのが本当に力強く進められるかとい

うことでこの特別委員会はできているわけです

から、その趣旨をしっかりと皆さん方は酌んで

おかないと。

よろしいですか、総合政策課長。総合政策課

は農政だとかをまとめる一番のポジションです

から、しっかりと農政のサポートができるよう

な、県全体の中で政策をしっかりと見ていかな

いと大変な状況になってくるのかなと思ってい

るんですよね。コロナ禍に対する見通しをちょっ

とお聞かせください。

○渡久山総合政策課長 委員から今御指摘ござ

いましたように、このコロナの影響によりまし

て経済活動に甚大な影響が生じておりまして、

そこへの対応、大手もそうですけれども、中小

の様々な企業がその中で工夫をしていかなけれ

ばならない、そこに対して県としても最大の支

援をしていく必要があるということで、私ども

も６月に県としての経済対応方針を取りまとめ

て、それに従って各施策を打ってきているとこ

ろでございます。

特に、初期の段階においては事業の継続に力

点を置いた緊急的な対処をしておりますけれど

も、７月以降の中では、例えば食料、食品関係

のビジネスなど新たな展開をするための設備投

資への支援ですとか、そういった新しい、コロ

ナ後を見据えた動きに対しても支援できるよう

な、そういう取組も交えながら次の準備をして

いく、そういう企業を応援していきたいと考え

ております。もちろん、今の事業を継続してい

きながらその中で新たな工夫をしていくという

ことでございますけれども、そういう企業をしっ

かりと支えていきたいと思っております。

こういうグローバルな動き、輸出の動きとい

うのは、コロナが一つのトンネルを抜けたとき

にすっかり止まってしまうということは恐らく

ないであろうと。そこにまた動きが出てきたと

きに─全く同じ動きではないかもしれないけ

れども、やはり海外市場、そして県外市場をに

らんでしっかりと事業を継続し、付加価値をつ

けていく、企業活動をしていくということは変

わらないであろうと思いますので、新しい形で

きちんと対応できるように支援をしていきたい

と考えております。

○山下委員 最後になりますが、西都のジェイ

エイフーズは口蹄疫が出たときに国の基金で何

十億円をかけて作った施設で、ミヤチクも200億

円ぐらいをかけて作った。これは、ずっと生産

も維持されて販売戦略が上に行くだろうという

思いでそれだけの設備投資をしてきたんですよ

ね。

それで、今、コロナが世界的な規模で出たと

きに、やっぱり農業が大事だね、食べるものが

大事だねということが何らかの形でみんなから

話がどんどん出てきているんですよ。

それを考えると、宮崎県というのは今までに

これだけ設備投資もしてきたし、非常に優位性

があると思います。だから、そこを間違いのな

いように、しっかりと１次産業のことを考えな

がら、そして２次、３次産業が成り立って初め

て宮崎県の産業は成り立つわけですから、その

政策をしっかりと─今、農業は本当にビジネ

スチャンスだと皆さんが期待されていますから、
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そこを力強く、しっかりと方向性を見ながらチャ

ンスに変えるようにやっていってください。

○渡久山総合政策課長 コロナの広がりにより、

世界的にも食料安全保障ということが一つ注目

されておりまして、やはり国によっては輸出を

少し規制したりといった動きがあったわけでご

ざいます。そういう中で、日本でも食料安全保

障の考え方が議論され、宮崎はその中でもカロ

リーベース、金額ベースでも上位に位置し、自

給率の高い生産県でございますので、委員のおっ

しゃいましたように、食料をきちんと確保し、

安全に県民生活を維持していくという観点で今

後も政策を打っていきたいと思っております。

ありがとうございます。

○中野委員 山下委員と重複するところもあり

ますが、確認のために質問を二、三させていた

だきたいと思います。

まず、キャビアのことですが、令和元年は販

売量が増えて販売金額が減ったということは、

高価なものが安くなってきつつあるということ

ですよね。この前はまた大淀川等でチョウザメ

が釣れるなど訳の分からないようなこともあり

ましたが─この販売量、販売金額の目標が何

年度はどのぐらいと分かるところはないですか。

○福井水産政策課長 この平成30年度と令和元

年度で単価が若干下がったように見えると思う

んですが、詳細をきっちりデータで見ているわ

けではないんですが、恐らく、この文章の下の

ほうに書いてあります、懐石料理店等でＯＥＭ

のキャビアを生産し出荷しているということで、

実際、自社のキャビアで売るよりも単価が若干

下がっているんじゃないかなと、そういうＯＥ

Ｍの採算が、全体の販売に占める割合が少し増

えてきているんじゃないかなと認識しておりま

す。

○中野委員 目標は何か数字を出していないで

すか。なければ、いいんですが。

○福井水産政策課長 今、池の中で養殖してい

るチョウザメがありますので、今後数年の間に

１トン程度の生産量を目標としているところで

す。

○中野委員 県内養殖業者ですが、辞めたとい

う方はいらっしゃらないんですかね。みんな継

続されておりますか。

○福井水産政策課長 何社か廃業されている方

も出ております。

○中野委員 廃業されているわけですね。何社

あって何社やめられたという数字は把握されて

おられませんか。

○福井水産政策課長 県の内水面支場でチョウ

ザメの幼魚を養殖用に販売し、出荷している養

殖経営体数ですけれども、平成24年には15経営

体、平成26年には23経営体まで増えましたが、

現在18経営体になっているところでございます。

○中野委員 次のページに、牛肉あるいは農産

物の輸出実績等が書いてあるんですが─この

新都農工場というのは牛・豚の処理工場だと思

うんですが、この都農工場と川南のブロイラー

はかなりの原料を確保しないと、目標値に行か

ないということが以前あったんですよね。先ほ

どちょっとそれに触れたと思うんですが、確実

に計画どおりの生産ができるように原料を確保

されているわけですかね。

○河野畜産振興課長 都農工場は、屠畜能力と

しまして豚が１日820頭、牛が１日60頭ですが、

現在のところ、都農工場については県北、県央、

児湯地域等がこちらに持ってきており、その処

理頭数は確保されているというふうに聞いてお

ります。

○中野委員 ブロイラーについては。
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○河野畜産振興課長 宮崎くみあいチキンフー

ズのブロイラーにつきましても、新工場は中部

から移転をしておりまして、系列のブロイラー

農場から出荷をいたしておりますので、計画羽

数については出荷を受け入れていると聞いてお

ります。

○中野委員 次に、令和元年の原木輸出の数字

は少し減っておりますが、我々は小さいときか

ら、日本は原料を仕入れてそれを加工して輸出

する、とずっと習ってきたんですよね。ただ、

この木材については中国等に原料を輸出して、

そして相手が加工しているわけで、完全に逆さ

まだなと思っておるんですが、やはり付加価値

をつける、そのために加工するというのが原則

だと思うんです。

一頃は、木材も加工するために乾燥機を整備

させたりして、かなりそういうことを充実する

政策をずっと続けておりましたよね。最近はも

う原料だけを輸出する、もちろん製材もされて

いるし─都城の製材業者がわざわざ鹿児島に

行って製材をするような時代ですから、製材は

製材でやっているんだと思うんですよ。

そこで農畜産物で原料を輸出している品目、

種類について分かっている範囲で教えていただ

けませんか。

○愛甲農業連携推進課長 本県の農畜水産物の

輸出については、御承知かと思いますけれども、

メインがやはり牛肉になっております。それか

ら養殖のブリ、カンショ、お茶というのが主要

な輸出品目でございますので、農畜水産物の中

で、委員がおっしゃるように原料そのもの─

基本的にそのままの形で輸出しているのが現状

かなと思っています。

○中野委員 とにかく少しでも付加価値をつけ

るということを木材も含めてやっていかないと

どうかなと思うんですよね。

それで、先ほど山下委員も言ったようにこの

特別委員会は、持続可能な地域づくりをしたい

ということで、いわゆる働き手や場所もつくる、

そして今ある農畜産物やそのほかの産業もその

まま発展させて、地域づくり─宮崎の進んで

いる過疎を止めて、そして何とかしたいと。そ

うしないと人口がどんどん減っていくよという

ことですからね。

私は一般質問をしましたが、幸いにこのコロ

ナで東京都の人口は５月から減りだしたと。６

月はその逆で、その後をまだ見ておりませんが、

一般の人は東京に行くよりも出ていく人のほう

が多くなったということですから、このコロナ

で新しい形態に世の中が変わりつつあるわけで

すよね。

どこもこの過疎に悩んでいて、東京、大都市

の人口を呼び込もうとしているんだと思うんで

す。それで、我々のこの特別委員会も持続可能

な地域づくりということと、コロナはまあけし

からんウイルスですけれどもね、これを前向き

に捉えて、何とか人口も下げ止まりを早くして、

できたら右肩上がりに移行するような政策を、

どうしても緊急にですよ、緊急にやってほしい

と。その具体的な事例に取り組んでほしいと思

うんです。そうしないと、東京が減っても宮崎

県には来ずにほかの県に行く可能性もあります

から。それで、宮崎のように遠くにおっても、

これはもう全ての産業でテレワークで仕事がで

きるという証明ですからね。だから、このこと

に真剣に取り組んでほしいなと思うんですよ。

それも早めに取り組んで、大都市の人たちが社

会減になった分はそのまま宮崎に来たよという

ような政策を、どうしてもやってほしいなと思

うんですが、その具体的な取組をお願いしたい
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と思っております。

ぜひ新年度に向けては、具体的な政策に取り

組んで、定期的に我々にも提示していただいて、

やってほしいと思っております。その取り組む

姿勢についてだけは、一般質問をしましたが再

度、総合政策部長にお尋ねしたいと思います。

○渡邊総合政策部長 ポストコロナの宮崎の在

り方、これは非常に重要なことだと思っており

ます。それで、年度途中、補正予算でポストコ

ロナの宮崎の在り方について今研究を開始して

いるところであります。これを年度内にも、あ

る程度の方向性といいますか、その辺は出して

いきたいなと考えているところであります。

そういう中で、コロナによる「地方回帰」、

併せて「デジタルシフト」、この２つが大きなキ

ーワードになるものと思っておりますので、こ

の地方回帰とデジタルシフトを上手に組み合わ

せた施策が必要じゃないかなと思っているとこ

ろであります。

そういう中で、具体的な例をちょっと申し上

げますと、例えば先ほどもお話が出ておりまし

たけれども、販売力の強化について１対１で売

ることが難しい、そういう中でＥコマース─

インターネットを使った販売によって売上げを

伸ばしている、そういうキャビアの例もござい

ました。インターネットを使うことによって、

日本全国だけではなく世界を相手に県産品を販

売することが可能となりますので、そういった

取組も必要になってくると思っております。

そして、今回コロナによっていかに日本とい

う国のサプライチェーンが脆弱であったか、外

国に依存していたのかというようなことがはっ

きりいたしましたので、サプライチェーンにつ

いても国内回帰の流れが出てくると思います。

そういう国内回帰をしてくる企業をぜひ宮崎に

誘致し、そうすることによって生産基盤をしっ

かりさせること、そういうような施策にもつな

げていきたいと思っております。

それと、３番目として、いわゆるテレワーク

ですとかオンラインの診療、オンライン教育、

そしてまた第１次産業についてもＩＣＴを使っ

た農業といったことも言われておりますので、

そういったことを幅広くやることによって、移

住の推進ですとか高校生等の県内就職、そういっ

たことが人材の確保にもつながっていくのでは

ないかなというふうに思っております。

ちょっと話が長くなってしまって恐縮でござ

いますけれども、今回のコロナをいいチャンス

と捉えて、そういう中で、宮崎が地域間競争の

中で埋もれないように─埋もれないどころか、

もう地方移住となれば宮崎だというふうな形に

なるように、ぜひ対策を講じていきたいなと思っ

ているところでございます。

○中野委員 宮崎県の人口が減ってきたという

のは、宮崎県に時代を先取りしたような産業が

ない、だから働く場がないからですよね。

私の両親を含めた兄弟は13人いるんですよ。

１人が小林の─といってもえびのとの境に嫁

いで行っただけで、あとはみんな地元にいるん

ですよ。我々の時代になると、私は５人兄弟だ

けれども、えびのに住んでいるのは一人でみん

な出ていっております。辛うじて、子供たちが

３人いて、もう仕事を選ぶな、何とか働く場所、

技術を身につけなさいということで、何とか県

内に３人おります。孫が８人いるんだけれども、

みんな一応、県内に住んでいるんですが、この

孫たちもやっぱりまたよそに出ていくというこ

とになってはいけないという思いがするんです

よ。

だから、時代を先取りした産業をどんどんつ



- 11 -

令和２年９月23日（水曜日）

くっていただいて、そして働く場を確保するこ

とで県内に、あるいは、まあ私としてはえびの

に定着してほしいなと、そういう時代が来れば

いいなと思っているんですよね。

松形元知事は、親子３代がこの地元で生活す

る社会をつくるんだということが大きなキャッ

チフレーズでしたよね。ぜひそういったことを、

コロナでいいチャンスが来ましたから、実現す

る政策をお願いしたいと思っております。よろ

しくお願いします。

○井本委員 関連して。部長が今言ったように、

やっぱり日本はこのデジタル化がちょっと遅れ

てきた。もう中国なんかは、アフターデジタル

と言っているんですよ。そういう本もあります

ので、デジタル後の世界を常に彼らは見据えて

いるんですが、日本はこのデジタル化が本当に

遅れてしまった。

この資料のなかに全然デジタルという言葉が

出てこないなと私は心配していたんです。そし

たら、部長からデジタルシフトという言葉が出

てきて、ああ、やっぱり考えているんだなと思っ

て安心しましたけれども、このデジタル化にやっ

ぱり力を注ぐときだと私は思います。はっきり

言って、日本は一歩も二歩も遅れているんです

よ。まず、追いつかないといけない。だから持

続可能どころか、まず追いつかないといけない

という─コロナがいいチャンスだと確かに言

われるように、今こそデジタルにお金を注いで

ほしい。

どの企業が発展するかどうかを見極めている

というのはね、はっきり言って、これはあなた

たちにはできません。あなたたちは役人だから

ね、どの企業ができるかというのは恐らく分か

らない─22社を選定した、誰がどういうふう

に選定したのか私は知らないけれども、本当に

これらがずっと伸びていくかということ、それ

は本当に分かりませんよ。

だけど、あなたたちがやるのは彼らが伸びて

いく様相をいかに整えるか、それは役目だと思

います。だから、このデジタル化ということは

本当に早くやらないと、ますます日本は取り残

されます。ぜひとも、デジタル化に力を注いで

いただきたいと思います。

何かありますか。

○酒匂総合政策部次長（県民生活・文化祭担当）

委員がおっしゃったとおり、ポストコロナに

おける１つのキーワードは、やっぱりデジタル

化であると思っております。そのため県は、今

年度、情報化計画を作成することで今準備を進

めているところでございます。

その中の柱としましては、行政のデジタル化、

そして農業をはじめとした産業のデジタル化、

そしてそれらを支える人材の育成等々の基盤整

備、そういった大きな柱に沿いまして本県のデ

ジタル化を推進し、先ほどおっしゃったポスト

コロナ禍にあって、東京から地方への移動の動

きもある中でリモートでつながる─これまで

地方にいることがハンディキャップでありまし

たけれども、それを感じさせないような、それ

を支えるものとしてデジタルはあると思います。

本県としても、情報化計画をつくる過程の中

で、今回来ております各課も含め、しっかりと

実りある情報化計画をつくっていき、またしっ

かりと実行してまいりたいと考えております。

○井本委員 この前、スーパーシティ法案が可

決されたけれども、すでにスマートシティじゃ

なくてもうスーパーシティと、そういう概念で

全てがデジタル化された─そういうモデルを

今度トヨタが作ろうとしているでしょう。ああ

いうふうに将来的になっていくんじゃないかと
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いうことを言っていますけれども、本当にコロ

ナがいいチャンスじゃないかと私は思いますの

で、力を注いでください。

そしてもう一つ気になるのが、日本はベンチャ

ービジネス、ベンチャー企業が少ないんですよ

ね。なぜ少ないんだろうかと私も思うんだけれ

ども、やっぱり社会が不安定というか、こう下

へ下へどうしても─失われた30年と言います

けれども、もうずぼずぼと縮小しとるものだか

ら─日本の経済が上向きに行っているときに

は、何かチャレンジしてみようという若い青年

も出てきやすいんだろうけれども、何せ日本が

ぐわぐわ沈んでいるものだから、やっぱりベン

チャービジネスが育っていないというか。何か

ベンチャービジネスを育てる工夫を─まあ宮

崎県独自じゃ難しいのかもしれないけれども、

何かできないものかなあという気がするんです

けれどもね。まあ、私もどうやったらいいか分

からないのだけれども、何かいいアイデアはな

いですか。

○串間企業振興課長 企業振興課でございます。

今ありました新規創業者の支援という点では、

商工政策課も行っておりますし、企業振興課の

ほうでも、企業が持っているいろんなアイデア

や創業の種というのを専門家の機関がいろいろ

見つけてくださって、それを育てて、東京とか

商談会に参加させるというような仕組みを今つ

くっております。数的にはそんなに、その底上

げという点では難しい面もありますけれども、

毎年、十数社みたいなかたちで見つけて、そう

いった育成・支援をしているところでございま

して、そういった取組をまた今後も続けながら

対応していきたいと思っております。

また、22社の選定ですけれども、これは公募

をしておりまして、その企業を専門家、中小企

業診断士等が訪問して、内容や財務面、成長で

きるかどうか、そういった判断をしまして最終

的に認定するという流れになっております。

また、デジタル化、リモート化につきまして

は、７月補正で企業のリモート化を進めるため

の補助事業なども実施しているところでござい

まして、そういった事業でまた底上げにつなげ

ていきたいというふうに思っております。

○井本委員 ベンチャービジネスは何が当たる

か分からない、100に１つしか当たらないんです

よ。だから、数が多いほうがいい。その何か専

門家がどうのこうのと言って─はっきり言っ

て、本当に専門家が当たったためしがないんだ

から。本当に分かるんだったら、その見通しが

つく人間がいるのなら、彼らがやればいいじゃ

ないか。彼らが実際にやってみればいいのに、

自分たちは口ばっかり言って当たりはしない。

それよりも、数をできるだけたくさん育てて、

その中で競争させたほうがまだ確率は高いです。

だから、数は少ないですけれども、じゃなくて、

本当にできるだけたくさんベンチャービジネス

が生まれてきたほうがいいんですよ。

だから、そういうように育てる何かいい方法

はないものかと思うけれどもね、恐らくそんな

ものはないでしょう。恐らく生活が不安定だか

ら、新しいものに挑戦しようという者が出てこ

ないんじゃないかと私は思うんだけれどもね。

まあ、何かいい方法があったら考えてみてく

ださい。あなたたちもそう思いながら、いいア

イデアなんてないだろうけれどもね。まあ、ひ

とつ育てるということで頑張ってください。

○渡久山総合政策課長 私も、具体的に今すぐ

政策ということではないんですけれども、いろ

いろと本を読んだりしている中では、このコロ

ナの後、何年かたっていく中では、経営者が挑
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戦を自由にできるしなやかな社会がつくれると

いいなという、委員のおっしゃったような世界

があるのかなと。そこで、やっぱり一つの考え

方としてあったのが、基本的な所得をある程度

政府が─ベーシックインカムという考え方で、

一般質問でも頂きましたけれども、そういうも

のもあると。今回のコロナの中で10万円の一律

給付というのは、その一つの実験的なものだっ

たのではないかという論調を読んだことがござ

います。

これからは、そういったいろいろな研究が国

レベルでされていくのかなと思いますので、我

々も一地方の政策を担当するものとして、そう

いう動向をしっかりと注目していきたいなと

思っております。

○田口委員 ３ページの県外からの外貨獲得の

取組事例についてお伺いします。

西都市のジェイエイフーズみやざき、これは

口蹄疫の後の補助金でつくった会社じゃないか

と思いますが、そこで平成30年にホウレンソウ

でグローバルＧＡＰを取得となっていますけれ

ども、これは将来的には輸出も考えているとい

うことでしょうか。

○愛甲農業連携推進課長 基本的には、会社の

戦略としてはそこまで考えたいというような話

は聞いておりますが、現状は国内供給分で手いっ

ぱいだというようなことでございます。

ただ、委員がおっしゃるように、こういうグ

ローバルＧＡＰを取ったりとか、あるいは機能

性の表示をすることによって付加価値を高めて

─食生活自体が海外でも変わってきている、

変わるんじゃないかというような予想もされて

いる中で、内食、中食とか、そういったところ

を対象にした商品としては非常に価値があるん

じゃないかと思っておりまして、そういう取組

を我々も進めていけたらいいなと思っていると

ころでございます。

○田口委員 まあ輸出しようがしまいが、グロ

ーバルＧＡＰを取るということが商品として非

常に信頼が高くなるというのは分かるんです。

ちょっと教えてほしいんですが、全国で初め

て冷凍ホウレンソウを機能性表示食品として商

品化したということで、この機能性表示食品と

いうものの中身を教えていただきたいです。

○愛甲農業連携推進課長 食品は保健機能食品

と一般食品の２つに大きく分けることができま

す。保健機能食品には３つありまして、一つが

栄養機能食品、もう一つが機能性表示食品、も

う一つが特定保健用食品、いわゆる特保という

ことを耳にされていると思いますけれども、そ

の３つに分けられます。

委員がおっしゃられた機能性表示食品につい

ては、基本的には事業者の責任におきまして、

科学的な根拠に基づいた機能性を表示した食品

だということで、例えば、このホウレンソウで

いえばルテインという機能性、これは網膜─

目に優しいというか、目に効果のある成分とし

て認められているんですけれども、そういうも

のがあるということを県内で分析しまして、一

定以上の含有量があるということが確認された

ところでございまして、申請して認証されたと

いうようなことでございます。

○田口委員 分かりました。ルテインというも

のが目にいいというのは初めて知りました。

じゃあ、これはホウレンソウでとなっていま

すけれども、グローバルＧＡＰとかその機能性

表示食品は、ホウレンソウ以外でも何か今取り

組んでいるところはあるんですか。

○愛甲農業連携推進課長 現在、宮崎大学と連

携しまして、食の機能性解析拠点という取組を
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進めております。そういう組織をつくって、い

ろんな品目─特に宮崎の商品ブランドを中心

に、今後はどういう機能性を保持するのかといっ

たことを調べながら、できれば表示までこぎ着

けて、消費者に訴求力のある商品に育てていき

たいと思っているところです。

○田口委員 今、ホウレンソウでは契約農家が63

戸、栽培面積が111ヘクタールと記載されていま

すが、周年出荷ができるということなんですか。

○愛甲農業連携推進課長 ジェイエイフーズみ

やざきの工場では、それで十分だという状況だ

と思います。

○田口委員 この工場ができる頃によく話題に

なっていたのが、葉たばこ生産者がかなり転作

でいろいろ考えなくてはいけないというときに、

このホウレンソウとか、いろんな野菜への転作

を奨励していた時期がございました。この63戸

の中には、その葉たばこ生産者から転作した方

が何社ぐらい、何人ぐらいいるのか、面積もも

し分かれば教えてください。

○愛甲農業連携推進課長 申し訳ございません、

そこまで詳細に把握しているわけではございま

せん。

○田口委員 当時、しきりに言われていました

が、たばこが今ちょっと先行きが暗くて、西都

市にこういう工場ができて転作を勧めていると

いう話がございましたので、もし後でデータが

分かれば教えていただきたいと思います。

あと１点だけです。６ページの森林組合によ

る原木輸出の取組ですが、ここには４者の合計

が６万立米と載っておりますけれども、この４

つの組合の比率が分かれば教えてください。

○福田みやざきスギ活用推進室長 組合は宮崎

が南那珂の森林組合と都城森林組合なんですけ

れども、昨年度の比率が南那珂森林組合は54％、

約３万2,000立米ですね、それと都城森林組合が

６％で約4,000立米で、曽於地区と曽於市で40％

を占めるというような形になっています。

○武田委員 地産地消の取組の事例について質

問します。

県民意識調査で地産地消の意識が確実に上が

り令和元年で81％になった、すばらしいことだ

と思いますが、最終的には実際に販売額として

どう上がってくるかが一番の問題だと思います。

そこで、水産物の直売所へのアドバイザー派

遣によって─このアドバイザーは、例えば売

上げを何％上げるとか来客者数を何％上げると

いう目標を持って、アドバイスされているんで

しょうか。

○松田みやざきブランド推進室長 直売所への

アドバイザーが、経営として数％上げたりとい

うような具体的な目標数値を示して指導してい

るかということですけれども、これは、個々に

アドバイザーさんにお聞きしますと、立地条件

によって観光客に頼っている直売所や、あるい

は地元が支えている直売所というふうに場所に

よっていろいろと違いがあるということで、そ

ういった、場所場所に応じた指導をしていると

いうことでございます。ですから、一律、何％

上げていくというような具体的なところは、個

別にお示しをして指導されているというふうに

認識しております。

○武田委員 私も事業所をしていますので、こ

ういったアドバイスやコンサルタントを受ける

場合に、一番は、先ほど井本委員からもありま

したけれども、コンサルタントを受ける以上は

売上げを伸ばすとか、来店者数を増やすとか、

拡大をしていかないといけないわけですよ、そ

のためにお金を払って来てもらうわけですから。

アドバイザー事業をやるということは、やはり
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個々に応じてある程度、この店は来店者数を上

げようとか、この販売所は売上げを伸ばそうと

か、それから１人当たりの客単価を上げていこ

うとかいう目標を、やはりそれぞれのアドバイ

ザーの方に示していただいて、それぞれの販売

所でここはどうしましょうかねとか、お客様が

少ないから客数を伸ばしましょうかとか、売上

げがちょっと足りなくて赤字体質なので売上げ

を伸ばしましょうかだとか、利益率を上げましょ

うかという、しっかりとしたものを持ってやっ

ていかないと、結果が出てこないと思うんです。

そのあたり、いかがでしょうか。

○松田みやざきブランド推進室長 ありがとう

ございます。まさに委員おっしゃいましたとお

り、客数を増やしていく必要がある、コストが

かかっている、そういった個々の直売所の課題

を捉まえて具体的に助言をし、成果を出してい

くというところで、本年度もこのアドバイザー

にお願いをしましてブロック別に回っていただ

く予定にしておりますので、そのあたりをしっ

かりとお伝えをして、現場で生きる活動をして

いただくよう展開を図ってまいります。ありが

とうございます。

○武田委員 よろしくお願いします。

あと、５ページ、６ページの輸出の数字を見

ますと、ざっくりですが、今年はコロナの影響

でおおむね下がるんじゃないかと思いますが、

それでぼやけてしまうことをちょっと怖く感じ

ています。全体的に、平成25年から29年度はぐっ

と勢いよく上がってきているんですが、29年、30

年、令和元年を見ると全体的に伸びが鈍化して

いるように見えます。今回、令和２年度で落ち

たとしても、コロナの影響だよねということで

終わってしまうので、そこがちょっと気がかり

なんです。

平成29年度までずっと来た伸び、海外に輸出

していこう、農畜産物をよくしていこう、また

木材もですが、その勢いのままでここ29年、30

年、令和元年が鈍化しているということは、や

はり新しい切り口というか、本県の輸出が新し

いアプローチを考える時期に来ているんじゃな

いかという気がするんですが、そのあたりをど

のようにお考えでしょうか。

○愛甲農業連携推進課長 まさに委員がおっ

しゃるような状況だと、私どもも認識しており

ます。

その一つの要因として、本県の農畜水産物に

ついては輸出品目が今のところ限られていると

いう問題があります。牛肉については全体の75

％を占めており、次いで養殖ブリ、それからカ

ンショ、お茶といったところで、もうほぼ９割

以上を占めているような状況になっております。

ですから、今後、輸出量を拡大するためには、

新たな品目の掘り起こしというのが必要じゃな

いかと思っておりまして、その品目の一つとし

て完熟きんかんたまたま、そういったものに今、

目をつけて推進をしているところです。

あわせて、本県に足りなかった取組としては、

輸出専用の産地がなかったんじゃないかと思っ

ております。国によって、いろんな規制に遮ら

れて輸出ができない─農薬の問題であったり、

いろんな非関税問題があるんですけれども、そ

ういったものをクリアできずに輸出できなかっ

たというところもありますので、そういったも

のにもしっかり対応をして輸出品目を拡大して

いくことが当面の課題じゃないかなと思ってい

るところです。

○武田委員 ありがとうございます。

品目を増やす、輸出専用の産地づくり、あと

輸出国の多様化などもあると思いますので、そ
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の辺にしっかり取り組んでいただいて、農畜産

物も、日本の中でも大きな地域に宮崎県がなれ

るように頑張っていただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。

○福田みやざきスギ活用推進室長 木材につい

てでございます。

委員の御指摘のとおりだと思いまして、木材

については、特にＡ材、Ｂ材、良質材に伴って、

そういった低質材が出てくるものですから、全

体のパイは、全体の林業生産活動に伴って出て

くるもので限られているところはございます。

例えば南那珂で今されているのが─これは

商社を通して出しているんですけれども、それ

を数社の商社と出すようにして、その中で値段

も高いほうに決めていく、今後そういった工夫

も必要かなということで取組をされていると聞

いています。

県のほうでも例えば相手輸出国のニーズを捉

えるために、市場調査に係る調整をしているん

ですけれども、どういったものが必要かといっ

たことを常に、現地に行って─今ちょっとコ

ロナ関係で行けておりませんが、ニーズに伴う

必要なものをジャストインタイムでマーケット

に持っていくといった形の取組も必要じゃない

かなということで、企業さんとお話をしながら

どういった支援ができるかとか、そういったこ

とに取り組んでまいりたいと考えています。

○有岡委員 ３ページの中で、先ほどの武田

委員の質問と関連するんですが、直売所の店舗

数は若干減りつつある中で、要は持続可能な地

域づくりですから、生産者というんでしょうか、

所得を得るような流れが必要だと思うんです。

そういった意味では、この県内のバランス

─144の直売所がどれぐらい地域のブロックご

とに整理がしてあって、そして生産者は増えて

いるのかどうか─店が減ることによって生産

者も減っていくということでは厳しいなと思っ

ているんですが、その辺のバランスをちょっと

教えていただけないでしょうか。

○松田みやざきブランド推進室長 直売所に関

しまして、ブロック別にどういったばらつきに

なっているかという点がまず１点目でございま

すが、144の内訳を概略数値でいいますと、東臼

杵地域に30ほどございまして、東臼杵に最も集

中している状況にございます。一方で、平野部

でいきますと、中部・北諸県あたりが20ずつぐ

らいで、西臼杵が８つほどございます。市町村

数で割りますとまずまず平均的な配置になって

いるのではないかというふうに認識しておりま

す。

もう一つ、この直売所を支える出荷者、生産

者でございますけれども、その増減に関しまし

て、詳細は分析を進めていく必要がございます

が、個人でやっていらっしゃる直売所、あるい

は法人、それから農協さんというような形で、

出荷者数はトータルでざっくりと１万人ほどで

ございます。144店舗で１万人ほどの出荷者数で、

店舗数は若干減ってきておりますが、この数は

ほぼ横ばいというふうに認識しております。

○有岡委員 ありがとうございます。

もう一点お尋ねしたいことは、キャビアとか

冷凍ホウレンソウ、最近取り組んでいる話題の

紹介がありましたけれども、例えば江戸時代か

ら続いている宇納間の備長炭に取り組む中で、

よそから─例えば東京から美郷や西米良に住

んでいただけるような、そういったよそから産

業に取り組んでいただけるような経験があると

思うんです。新しいものも当然必要ですし、そ

ういった、もともとその地域でつくった産業に

付加価値をつけていくということ、これも大事
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だと思っているんです。

例えば備長炭でしたら、備長炭で炭火焼き鳥

をすることによって話題性がありますし、今お

話があったデジタル化によって、こういう取組

で宮崎に住んでいただいているとか、そういう

もっとアピールの仕方というのがあると思うん

です。

そういった意味では、以前からあるような産

業、こういったものにも着目する必要があるん

じゃないかと思うんですが、いかがでしょうか。

○有山山村・木材振興課長 今、有岡委員から

備長炭のお話がございました。

備長炭も、今日の資料にはないんですけれど

も、Ｉターンで来られている生産者が一定数増

えていたり、日本の３大生産地ということで本

県も産地のブランド化に努めてまいりたいと考

えておりまして、新規の担い手確保に取り組ん

でいるところでございます。

その産地ブランド化と併せて、地域の魅力を

いかに発信していくか、地域づくりということ

が重要でございます。本県は森林県でもござい

ますので、そこで今年度、森林空間を活用した

ワーケーション、こういったところにも商工等

と連携して今後取り組んでいきたい─今年度

から取り組むことにしておりますけれども、そ

この市町村を核に、来年度以降も取組が続くよ

うに今検討しておりますので、勢力を挙げて取

り組んでいきたいと考えております。

○有岡委員 ありがとうございます。美郷町の

話では、よそから来た方を宿泊所がないときに

は泊めるような、そういう温かい文化があると。

そういったこともアピールすると、今の時代に

は受け入れやすくなるのかなというふうに思っ

ております。

最後に一点、５ページの、オールみやざき営

業課が取り組んでいらっしゃる焼酎の関係でお

尋ねしたいと思います。

おととしニューヨークに行ったときに、秋山

さんがいらっしゃる和食店のＳａｋａＭａｉと

か、ロブスタークラブ、ドン・ワギュウなどを

幾つか回ってみたんですね。そこで、和牛は定

着しているということは理解できたんですが、

焼酎のボトルは若干奥のほうに置いてあって

─おすしを食べるときは日本酒とセットのイ

メージはあるんですが、宮崎牛と焼酎というふ

うな文化─以前もちょっとお話ししたことが

あるんですが、その辺のうまくセットされてい

ない部分があるのかなというふうに感じたとこ

ろです。そういった意味では、先ほど申し上げ

た、例えば備長炭を使って焼いた宮崎牛を焼酎

を使って飲む、という宮崎の文化を、やっぱり

しっかり根づかせるような仕掛けが必要なのか

なと感じているんです。そういった意味で、今

後、焼酎を輸出するための仕掛けが何かあれば、

参考に教えていただきたいと思います。

○平山オールみやざき営業課長 焼酎につきま

しては、通常、お湯割りとか水割り、ロックで

飲まれるんですけれども、アメリカ等では食後

にウイスキーとかウォッカのような蒸留酒を飲

むということで、今委員がおっしゃるように、

食中に食べながら飲むのはワインや日本酒と

いった醸造酒になっておりますけれども、焼酎

は、原料の芋などをこうじで発酵させる、１回

単式蒸留という製法が非常にユニークというこ

とで注目を浴びているところでして、決して食

前とか食後だけではなくて、食中にも楽しむこ

とができるということで─今おっしゃったよ

うに、例えば宮崎牛の炭火焼きとか地頭鶏とか、

そういう宮崎で楽しまれているような飲み方と

いうのも紹介していきたいと思っています。ま
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た、この写真でありますけれども、焼酎試飲会

等ではカクテルとかを使った焼酎の新しい飲み

方というのも御提案しておりまして─キンカ

ンですとか日向夏とか、本県のかんきつ類を使っ

たカクテルとしての飲み方ということで、若い

女性の方でも楽しめるような御提案もしている

ところでございます。

世界の蒸留酒の市場が20兆円あるということ

で、焼酎につきましてはまだまだこれから市場

に食い込む余地があると思っておりますので、

今後とも、御提案のありましたようなことも含

めて取り組んでまいりたいと考えております。

○二見委員 この最初の「地域経済循環につい

て」の説明を読みながら、どうしても違和感を

感じるのが、この外貨獲得というのはまあ地産

外消で、地産地消というのは県内での生産物を

消費するための取組ということらしいんですけ

れども、宮崎県が発展していくために必要なの

は、やはり宮崎県での生産力を高めて、そして

いかに外貨を獲得できるような経済を築き上げ

ていくかというところが一番大事だということ

をずっともう考えながら来ていたんですけれど

も、どうもその部分がこの文章からはちょっと

読み取れないなと思うんです。

先ほど部長のお話の中でも、このコロナの経

験を踏まえて国内の生産体制の脆弱さが分かっ

た、流通の問題があったと、だから国内回帰も

あるので企業誘致もしていかなければならない

というようなお話もあったんですけれども、そ

の企業誘致、いわゆる国内回帰の取組というの

も今回のこの資料の中には出てこなかったとい

うのが、やはり、本県の経済循環に関する現状

認識で、その取組に対するモチベーション、意

識の高さが非常にまずいんじゃないかなと思う

んですが、いかがお考えでしょうか。

○渡久山総合政策課長 今回ここで御説明を申

し上げました視点につきましては、前回７月の

委員会の場で緒方様のほうからお話があった中

で、移輸出と移輸入の差があるので、そこを埋

めるために、外から持ってきているものを県内

に置き換える取組が大事ですよというお話、そ

れからもう一つが、県内のものを外に持っていっ

て外貨を獲得してくる必要があるんですよとい

うお話がありました。それを受けて、その２つ

が大事であるということをここに前置きをした

上で、その２つの視点から事例を御紹介したと

いう御説明になっております。

もちろん、委員がおっしゃいますように、先

ほど部長も申し上げましたが、この県内の生産

性を高めて外貨を獲得─特にサービス産業と

か、そういったものではアイデアが勝負になっ

ていくところがあるわけでございますので、そ

ういった新たな付加価値を生める─これは製

造業だけではなくサービス業でもアイデアを生

めるような、そういう地域づくりを進めていく、

そういう観点は大事でございます。

ただ、この資料におきましては、前回の緒方

様の説明を受けて資料を提供させていただいた

という観点でございます。

○二見委員 それを踏まえて言うのであれば、

やはり、売上金がこれだけ伸びているというだ

けじゃなくて、県内の経済循環がどのように変

わってきたかという資料を添付するべきじゃな

いかなと思うんですが、いかがでしょう。

というのも、付け加えると、今回この２ペー

ジの（４）の県民意識調査で、８割の人が宮崎

県内のサービスを意識してできるだけ利用して

いると、14、15％伸びているとあるわけなんで

すが、じゃあ例えばですよ、そこ辺の１つ100円

の商品を買うことによって─これが15％増え
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ましたと。じゃあ、地域経済にどれだけフィー

ドバックすることができたのか。この事業の一

つ一つを、どう検証していくかという視点が大

事であって、そこからいかに次のステップに進

めなければならないか、もしくは事業を変えな

いといけない、さらに改善していかなければな

らないというようなところが大事になってくる

んだと思うんですよ。

例えば、今回このキャッチフレーズをつくら

れたということなんですけれども、これはずっ

と使っていくという認識で募集されて採用され

たのか、それとも今のこの何年かだけ使うため

にされているのか─というのも、以前、お金

をかけて「日本のひなた宮崎」というものをつ

くりましたよね。あれは、今この資料の中でど

こに行ったのかなと。例えば、ホウレンソウに

してもキャビアにしても、ミヤチクの牛肉にし

ても、また九州パンケーキさんですか、木材で

は見たことないけれども、それぞれにちゃんと

使われているのかなと。あれだけお金をかけて

つくった割には─日本国内の中で「宮崎ここ

にあり」という宮崎ブランドをつくろうという

ことで事業を始めたんじゃなかったんですかね。

それだけの意識があって、これをやっているの

か。

このディスカバー宮崎の（３）の部分、これ

だって、１日当たりどれだけの閲覧数があって、

どれだけの情報を発信していますというところ

が一番大事な情報になってくるのに、それが出

てないじゃないですか。その辺をやっぱり聞い

ていかないと、本当にこの宮崎の地域というも

のを活性化していく、経済を循環させていく、

発展させていくというために必要な情報がそこ

にあると僕は思うんですけれども、その辺をい

かがお考えなんでしょうか。

○渡久山総合政策課長 地域経済をしっかりと

盛り上げていくために、今まで取り組んできた

こと、ここで取り組んでいることをしっかりと

検証して、それがいかに効果を生んでいるかと

いうことをできるだけ実証していく。そのため

に、一つは我々の手段として、政策評価の中で

この生産額がどれほど伸びているかということ

の検証などもやっております。

ただ、それにつきましては、やはり所得につ

いてしっかりと把握すべきでないかという意見

をこの前の委員会でもいただいたりしておりま

す。そういう中で試行錯誤しながら、我々も少

しずつ伸ばしていけるものは伸ばしていきたい、

実際に効果がどの程度あったかというものを検

証できるものは御提供していきたいと思ってお

ります。

例えば、先ほどおっしゃったディスカバー宮

崎のホームページのアクセス数でございますけ

れども、令和２年度末でページビュー数が120万

ほどございます。前年よりも1.6％ほど増えてい

ると、こういう数字もございます。

ちょっとすいません、今回この中では細かな

数字まで御提供できておりませんけれども、数

字としては我々も把握をしながら、次につなげ

ていけるようにしっかり取り組んでいきたいと

考えております。

どうも、御指導ありがとうございます。

○二見委員 まあ1年間に200万、大体１日に数

千のカウントがあるにしても、同じ人がずっと

見ていたら広がりはないわけなんですよね。じゃ

あ、いろんな人が見ているのかというところ、

やっぱりその辺の情報分析もしないと、せっか

くやっていることの中身がいろんな人に─こ

れは情報発信ですからね、公開じゃなくて。発

信し続けるということは、いろんな人たちに届



- 20 -

令和２年９月23日（水曜日）

けていかないといけないわけなので、知らない

人たちに届いて認識してもらって初めて、これ

が発信なんです。見てくれている人たちがただ

リピーターで見てくれるということももちろん

大事だとは思いますよ。だけど、そこから次に

広がっていかないと拡大はないわけです。ただ

やっているだけじゃ駄目です。前年より1.6％伸

びたというのをどう考えるのか僕は分かりませ

んけれども、まあ、あまり期待できる内容じゃ

ないような気がしているんですが。

先ほど言ったように、県内の強みをさらに強

めていくというのも大事だし、弱いところを補

強していくというところも大事だと。

今のこの時期だからこそ、やはり、海外生産

していたものをいかに国内で生産することが大

事か、ということが言われているわけですよね。

隣の大分県は、企業を誘致していくのに今まで

３億円の補助をしていたのを６億円に倍増しま

したと言っているわけなんですよ。これを宮崎

県では今どういうふうに取り組んでいるのかと

いうところですよね。

地元で生産しているものを県外や海外に持っ

ていって加工されて、自分たちでまた買うとい

うことではいけないよねと。自分たちで作った

ものを、それを最終消費品まで作り上げて売っ

ていくということが大事だよねというのが、こ

の経済循環の中で一番大事なところだったと思

うんです。そのためにはどの企業でもいいわけ

じゃなくて、どういう企業に宮崎県に来てもら

わないといけないのか。そういうチャンスがあ

ればぜひ来てくれというのを、いかにアンテナ

を張り続けなければならないか。その辺の取組

というのも、一番大事だと思うんだけれども。

今回のこの資料は、前回の緒方さんの話を踏

まえての内容だということで今お聞きしたので

分かりましたけれども、地域経済循環の取組の

一番の目標は、宮崎県の経済を浮揚させていく

ということを考えて、やはりお話ししていただ

きたいと思うんですけれども。

○渡久山総合政策課長 私どもも、その思いは

同じでございます。やっぱり地域経済を浮揚さ

せる、そして県民の所得を増やしていくという、

そういうことがこの地域経済循環の最大の目的

であると思っておりますので、そういう位置づ

けでしっかりと取り組んでいきたいと思ってお

ります。

○二見委員 先ほどの「日本のひなた宮崎」は

どこに行ったんですかね。宮崎県外の方に、宮

崎県民の人に知ってもらうために、誰でも使え

るようにということでフリーにされているもの

が、いろんな宮崎の情報発信力のある商品、県

外に行っているものに使われていないというこ

とをどのように考えているのかなと。宮崎のブ

ランドをどう構築していくのか、というところ

の認識がちょっといかがなものかなというふう

にどうしても感じてしまいます。一般的にお土

産品とかで付いているものもありますよ、見か

けるものも。でも、これが付いているから宮崎

のものなんだ、宮崎のものだから間違いないん

だと、ブランドとしてつくっていきたいという

のが、宮崎県のブランド創造だったんじゃない

かなと思うんですよね。宮崎のものは間違いな

いですよと言うために─一番いいものが売れ

ているのに、そこに入ってないということは、

宮崎のブランド構築の中でこれはいささかまず

かったんじゃないかなと思うんですが。

今回ここに担当課の方がいらっしゃるか分か

んないですけれども。

○平山オールみやざき営業課長 ひなたプロモ

ーションということで、平成27年５月に「日本



- 21 -

令和２年９月23日（水曜日）

のひなた宮崎県」を県のキャッチフレーズにす

るということで取組を始めまして、５年が経過

するわけなんですが、その間、いろんなお土産

品でこのロゴマークを使っていただいたり、ポ

スターを展示したりですとか、また、いろんな

メディアでも「日本のひなた宮崎県」というこ

とで広報活動をしておりまして、県内ではある

程度認知されてきたと認識しているんですが、

地域ブランド調査の結果を見ますと、認知度が

８位ダウンして44位、また魅力度も８位ダウン

して28位というようなことで、委員御指摘のと

おり、まだまだ「日本のひなた宮崎県」のプロ

モーションが不足していると考えております。

今後も、この「日本のひなた宮崎県」という

のは宮崎県のキャッチフレーズとして、宮崎が

温かいところであって、移住に最適の地であっ

て、また農産物なども太陽の光、恵みを浴びて

非常に栄養価も高いというようなことで売り出

していこうと思っているところなんですけれど

も、これをあらゆる商品に貼っていただけると

いうのは理想かもしれませんけれども、庁内で

ももう一度周知を図りますとともに、今後を見

据えて、またこのウイズコロナということでど

ういうふうに展開していくかについて十分検討

させていただきたいと考えております。

○二見委員 ブランドをつくるというのは、非

常に大変なことだと思います。どんなブランド

でも、例えばロゴ１つを取っても何十年、数百

年にわたって使っているところもあるし、日本

の中でも老舗が非常に多いというところも─

そういう１つのブランドというのは、大事に根

気よく使い続けて、広め続けていくことによっ

て定着していくというところがあるじゃないで

すか。やはり、今おっしゃられたように、今注

目されていなくても、ここで地道に努力してい

かないと、ほかのところでいい成果を出してい

るんだから、そこのところに何としてでも協力

を依頼していかないといけない時期なんだと思

います。その辺の「日本のひなた宮崎」をどう

扱うのかというのは、県としての方針をしっか

り固めていただいて、それに基づいて取組を強

化というか、しっかりと着実に力強く進めてほ

しいなと思っていますので、よろしくお願いい

たします。

○満行委員長 予定した時間ですけれども、よ

ろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 では、以上で終わりたいと思い

ます。

執行部の皆さんには退席していただいて結構

です。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時31分休憩

午前11時33分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

それでは、協議事項１の県内調査についてで

あります。

資料１を御覧ください。

当初、県外調査を予定していた10月12日から14

日の３日間で、県内調査を実施することとし、

案を作成しました。

なお、調査先につきましては、７月と８月に

予定していた県南・県北調査の中から選定して

おります。２泊３日の行程上、予定した全ての

調査は困難であるため、小林市及び飯野高校が

外れております。

まず12日は、日南市及び都城庄内地区まちづ

くり協議会を訪問し、都城市内に宿泊予定です。

翌13日は、高千穂高校、高千穂町及び五ヶ瀬町
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を訪問し、五ヶ瀬町と熊本県馬見原に分泊の予

定です。最終日の14日は、美郷町を訪問し、16

時30分頃に県議会解散の予定です。以上の行程

で考えております。

なお、県内調査につきましては、調査先との

調整もある程度進めておりますので、できれば

この案で御了承いただきたいと思います。

休憩いたします。

午前11時34分休憩

午前11時35分再開

○満行委員長 再開します。

それでは、そのように決定いたします。

なお、諸般の事情により若干の変更が出てく

る場合もあるかもしれませんが、正副委員長に

御一任いただきたいと思います。

次に、協議事項２の次回委員会についてであ

ります。

次回委員会は10月27日火曜日に開催を予定し

ておりますが、執行部への説明資料要求等につ

いて何か御意見、御要望がありますでしょうか。

暫時休憩します。

午前11時35分休憩

午前11時37分再開

○満行委員長 では、再開します。

ただいまの意見を参考に、次回の委員会の準

備をさせていただきたいと思います。

最後に、協議事項３のその他で、皆さんから

何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 ないようですので、これで終わ

りますが、次回の委員会は10月27日火曜日、午

前10時から予定しておりますので、よろしくお

願いいたします。

それでは、本日の委員会を閉会します。あり

がとうございました。

午前11時38分閉会
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